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１．原油価格の下落により消費者物価上昇率は鈍化

• 消費者物価（総合やコア）は、2014年後半からの原油価格下落の影響により、上昇
率が鈍化。

• 一方、賃金や収益といった付加価値の生産物当たりの価格の増減を表すＧＤＰデ
フレーター上昇率は、消費税率引上げの影響を除いてもプラス圏で推移。これは、
リーマンショック後の急激な輸入物価下落（2009年）という特殊要因期を除くと1994
年以来20年ぶり。デフレ脱却に向け、好ましい状況。
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ＧＤＰデフレーター
（前年同期比、％）

（期）

（年）

前年比

2014年７－９月期：+0.6％（消費税率引上げの影響を除く）

0.8
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（備考）
１．内閣府「国民経済計算」、総務省「消費者物価指数」により作成。
２．消費者物価及びＧＤＰデフレーターへの消費税率引上げの影響（前年比1.4％程度）は内閣府試算による。
３．2014年度、2015年度のＧＤＰデフレータ上昇率（0.8％、1.2％）は平成27年度政府経済見通しによる。
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消費者物価（消費税除き）

総合

生鮮食品を除く総合

（コア・固定基準）

生鮮食品、石油製品及びその他特殊要因

を除く総合（コアコア・連鎖基準）

（月）

（年）

（前年同月比、％）

前年比

12月 総合 ：+0.3％

コア（固定基準） ：+0.5％

コアコア（連鎖基準）：+0.6％
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（備考） 内閣府「国民経済計算」により作成。ＧＤＰギャップは内閣府推計
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2014年７－９月期：▲2.8％
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2014年７－９月期：+3.8％

• 消費税率引上げの反動により、ＧＤＰギャップの改善テンポに足踏みが生じること
になったが、官民の経済見通しによれば、2015年度は1.5～1.8％程度の成長により、
改善基調が持続する見込み（注１）。

• 他方、生産物当たりの労働費用（単位労働コスト）（注２）は強めの動き。先のＧＤＰデ
フレーターの上昇と同様に、デフレ脱却に向け、好ましい状況。

（注１）2015年度の政府見通しは1.5％程度、民間見通しは1.8％程度
（注２）名目雇用者報酬／実質GDPと定義され、賃金デフレ／インフレの程度を示す。ＧＤＰデフレーターは単位
労働コストと単位利潤の和であるから、この三つがバランスして上昇することが重要。

２．ＧＤＰデフレーターと同様に単位労働コストも上昇傾向
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（備考）
１．内閣府 「平成27 年度の経済見通しと経済財政運営の基本的態度」、日本銀行「当面の金融政策運営について（2015年１月21日）」、日本経済研究セン
ター「ＥＳＰフォーキャスト（2015年１月）」により作成。

２．日本銀行は政策委員見通しの中央値。
３．（注）日本銀行と民間見通し平均の消費者物価は生鮮食品除く総合、ＧＤＰデフレーターの予測は名目ＧＤＰ成長率と実質ＧＤＰ成長率の差。

• デフレ脱却を着実に進めるために、企業収益の拡大が広く賃金上昇に結びつき、
需要増となる好循環の拡大が不可欠。

• 官民の見通しによると、需給の改善を背景に、2015年度の物価上昇率は１％程度
の見込み。

• 物価については、消費者物価とともに賃金や収益を反映するＧＤＰデフレーター、さ
らにはＧＤＰギャップ等を総合的にみていくことが必要。

３．デフレ脱却に向けた視点

＜政府・日銀と民間の物価に関する見通し＞

2013年度
（実績）

2014年度 2015年度 2016年度

消費者物価
指数（ＣＰＩ）

政府経済見通し

0.9

3.2 1.4 ―

日本銀行（注） 2.9 1.0 2.2

民間見通し平均（注） 3.0 0.8 1.3

ＧＤＰデフ
レーター

政府経済見通し
▲0.3

2.2 1.2 ―

民間見通し平均（注） 2.0 0.7 0.7
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